
 

 

令和７年度８月定例記者会見 次第 

日時：８月 25 日（月）13 時 30 分  

会場：糸島市役所 庁議室  

【出席者】  

〔伊都国記者会〕朝日新聞社、糸島新聞社、西日本新聞社、毎日新聞社、  

読売新聞社、ＮＨＫ福岡放送局、時事通信社  

〔糸島市〕   市長、副市長、教育長、関係課（下記参照）  

 

 

１ 市長あいさつ                   

 

 

２ 案件  

①令和７年糸島市議会第３回定例会提出議案について  
 【市長発表】  

総務課  

②令和７年度糸島市補正予算の概要について  
 【市長発表】  

財政課  

③令和６年度決算の概要について  
 【市長発表】  

財政課  

④志摩歴史資料館の活用に関するサウンディング型  

市場調査について  

 【市長発表】  

公共施設管理課  

⑤市役所でのコンビニ交付サービスについて  
 

市民課  

 

 

３ 懇談・その他  

 

 

 

 

  ■次回定例記者会見の開催日時（予定） 

日時：９月 25 日（木）13 時 30 分～  

場所：糸島市役所  庁議室  
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令和７年糸島市議会第３回定例会提出議案について 

 

☆ ９月１日から開会予定の糸島市議会第３回定例会に付議する議案を、本日送付いたしま

した。 

☆ 案件といたしましては、諮問第２号「人権擁護委員の候補者の推薦について」から議案第

１０３号「令和６年度糸島市下水道事業会計決算の認定について」までの３１議案のほか、

報告４件を提案させていただくこととしております。 

 

 

※提出議案 ３１件 

◇ 人事案件〔２件〕 

   人権擁護委員の候補者の推薦について 

   財産区管理委員の選任について 

 

◇ 条例議案〔６件〕 

【新規条例１件】 

糸島市乳児等通園支援事業の設備及び運営に関する基準を定める条例について 

【一部改正条例５件】 

糸島市議会議員及び糸島市長の選挙における選挙運動用自動車の使用及び選挙運動用ポス

ターの作成の公営に関する条例の一部を改正する条例について 

糸島市健康福祉センター条例等の一部を改正する条例について 

糸島市重度障がい者医療費の支給に関する条例及び糸島市地域活動支援センター条例の一

部を改正する条例について 

あらゆる差別の撤廃をめざす人権擁護条例の一部を改正する条例について 

糸島市地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例の一部を改正する条例につい

て 

 

 ◇ その他の議案〔４件〕 

   財産の取得について 

   工事請負契約の締結について（伊都文化会館照明設備改修工事） 

   工事請負契約の変更について（深江小学校校舎大規模改造工事） 

   工事請負契約の変更について（深江小学校校舎改築工事） 

  

◇ 補正予算〔９件〕 

令和７年度糸島市一般会計補正予算（第５号） 

令和７年度糸島市住宅新築資金等貸付事業特別会計補正予算（第１号） 

令和７年度糸島市国民健康保険事業特別会計補正予算（第１号） 

【案件１】定例記者会見資料 

令和７年８月２５日（月） 

総務部総務課 
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令和７年度糸島市介護保険事業特別会計補正予算（第１号） 

令和７年度糸島市後期高齢者医療特別会計補正予算（第１号） 

令和７年度糸島市渡船事業特別会計補正予算（第１号） 

令和７年度糸島市二丈福吉財産区特別会計補正予算（第１号） 

令和７年度糸島市二丈一貴山財産区特別会計補正予算（第１号） 

令和７年度糸島市下水道事業会計補正予算（第２号） 

 

◇ 令和６年度決算認定〔１０件〕 

 

※報告 ４件 

◇ 令和６年度糸島市継続費精算報告書について 

令和６年度糸島市水道事業会計継続費精算報告書について 

令和６年度決算に基づく糸島市財政健全化判断比率及び資金不足比率について 

議会の委任による専決処分について（市が管理する駐車場の車止めの劣化による車両事故

の損害賠償及び和解） 

 

☆ 議案の内容といたしましては、 

 

●人事案件（２件） 

【総務課、人権・男女共同参画推進課】 

諮問第２号 人権擁護委員の候補者の推薦について 

 ※ 人権擁護委員の任期満了に伴い、人権擁護委員法第６条第３項の規定により、市長が法務

大臣に人権擁護委員の候補者を推薦するに当たり、議会の意見を求めるもの。 

・古家 誠   （こが まこと、深江校区、新任） 

・令和８年１月１日から令和１０年１２月３１日まで（３年間） 

 

【総務課、水産林務課】 

議案第７４号 財産区管理委員の選任について 

※ 財産区管理委員１名の辞任に伴い、糸島市二丈福吉財産区管理会設置条例第３条の規定に

より、市長が委員を選任するに当たり、議会の同意を求めるもの。 

  ・脇山 健志 （わきやま たけし、新任） 

任期 令和７年１０月１日から令和１１年９月３０日まで（４年間） 

 

●条例議案（６件） 

〔新規（１件）〕 

【子ども課】 

議案第７５号 糸島市乳児等通園支援事業の設備及び運営に関する基準を定める条例について 

 ※ 乳児等通園支援事業の実施に伴い、乳児等通園支援事業の設備及び運営に関する基準を定

めるため条例を制定するもの。 
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〔一部改正（５件）〕 

【総務課】 

議案第７６号 糸島市議会議員及び糸島市長の選挙における選挙運動用自動車の使用及び選挙運

動用ポスターの作成の公営に関する条例の一部を改正する条例について 

 ※ 公職選挙法施行令の一部改正に伴い、条例を改正するもの。 

 

【市民課】 

議案第７７号 糸島市健康福祉センター条例等の一部を改正する条例について 

 ※ 住居表示の実施に伴い、条例を改正するもの。 

 

【地域福祉課】 

議案第７８号 糸島市重度障がい者医療費の支給に関する条例及び糸島市地域活動支援センター

条例の一部を改正する条例について 

 ※ 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律の一部改正に伴い、条例を

改正するもの。 

 

【人権・男女共同参画推進課】 

議案第７９号 あらゆる差別の撤廃をめざす人権擁護条例の一部を改正する条例について 

 ※ 相談体制の充実及び部落差別に関する調査等の実施を明確化し、部落差別をはじめとする

あらゆる差別の撤廃に向けた施策のさらなる推進を図るため、条例を改正するもの。 

 

【都市計画課】 

議案第８０号 糸島市地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例の一部を改正する条

例について 

 ※ 都市計画法に基づき決定された池田東地区地区計画について、その内容を条例に適切に反

映させ、適正かつ合理的な土地利用を図り、もって健全で良好な都市環境を確保するため、

条例を改正するもの。 

 

●その他の議案（４件） 

【警備課】 

議案第８１号 財産の取得について 

※ 消防ポンプ自動車１台を購入するため、議会の議決を求めるもの。 

契約の金額   ６，６６３万３，４９０円 

契約の相手方  株式会社消防防災 

 

【文化課】 

議案第８２号 工事請負契約の締結について（伊都文化会館照明設備改修工事） 

※ 伊都文化会館照明設備改修工事を施工するため、工事請負契約を締結するに当たり、議会
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の議決を求めるもの。 

契約の金額   １億８，３１５万円 

 契約の相手方  株式会社九電工 糸島営業所 

 

【教育総務課】 

議案第８３号 工事請負契約の変更について（深江小学校校舎大規模改造工事） 

※  深江小学校校舎大規模改造工事請負契約について、工事の施工内容が一部変更となり、

その工事費が増加したため、契約の金額の変更を行うことについて、議会の議決を求める

もの。 

契約の金額 変更前 ４億１，２５０万円 

変更後 ４億２，３２８万円 

 

【教育総務課】 

議案第８４号 工事請負契約の変更について（深江小学校校舎改築工事） 

※  深江小学校校舎改築工事請負契約について、工事の施工内容が一部変更となり、その工

事費が増加したため、契約の金額の変更を行うことについて、議会の議決を求めるもの。 

契約の金額 変更前 ２億１，０３９万４，８００円 

変更後 ２億１，７８０万円 

 

●令和７年度補正予算（９件） 

【財政課】 

議案第８５号 令和７年度糸島市一般会計補正予算（第５号） 

※ 今回の補正：10億 5,620万円を追加し、予算総額 528億 6,439万 2千円とする。 

【別途財政課作成資料あり】 

 

【人権・男女共同参画推進課】 

議案第８６号 令和７年度糸島市住宅新築資金等貸付事業特別会計補正予算（第１号） 

※ 今回の補正：2千円を追加し、予算総額 506万 2千円とする。 

 

【国保年金課】 

議案第８７号 令和７年度糸島市国民健康保険事業特別会計補正予算（第１号） 

※ 今回の補正：3,348万 1千円を追加し、予算総額 129億 5,027万円とする。 

 

【介護・高齢者支援課】 

議案第８８号 令和７年度糸島市介護保険事業特別会計補正予算（第１号） 

※ 今回の補正：2億 4,162万円を追加し、予算総額 92億 3,379万 7千円とする。 

 

【国保年金課】 

議案第８９号 令和７年度糸島市後期高齢者医療特別会計補正予算（第１号） 

※ 今回の補正：3,967万 8千円を追加し、予算総額 21億 3,308万 7千円とする。 
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【コミュニティ推進課】 

議案第９０号 令和７年度糸島市渡船事業特別会計補正予算（第１号） 

※ 今回の補正：16万 5千円を追加し、予算総額 1億 4,574万 4千円とする。 

 

【水産林務課】 

議案第９１号 令和７年度糸島市二丈福吉財産区特別会計補正予算（第１号） 

※ 今回の補正：13万 2千円を減額し、予算総額 96万 5千円とする。 

 

【水産林務課】 

議案第９２号 令和７年度糸島市二丈一貴山財産区特別会計補正予算（第１号） 

※ 今回の補正：11万 8千円を減額し、予算総額 35万円とする。 

 

【業務課】 

議案第９３号 令和７年度糸島市下水道事業会計補正予算（第２号） 

※ 今回の補正：収益的収入及び支出の既決予定額の補正等 

 

●令和６年度決算認定（１０件） 

※ 地方自治法第２３３条第３項の規定により、監査委員の意見を付けて議会の認定に付する

もの。＜８件＞ 

【財政課】 

議案第９４号 令和６年度糸島市一般会計歳入歳出決算の認定について 

 

【人権・男女共同参画推進課】 

議案第９５号 令和６年度糸島市住宅新築資金等貸付事業特別会計歳入歳出決算の認定について 

 

【国保年金課】 

議案第９６号 令和６年度糸島市国民健康保険事業特別会計歳入歳出決算の認定について 

 

【介護・高齢者支援課】 

議案第９７号 令和６年度糸島市介護保険事業特別会計歳入歳出決算の認定について 

 

【国保年金課】 

議案第９８号 令和６年度糸島市後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算の認定について 

 

【コミュニティ推進課】 

議案第９９号 令和６年度糸島市渡船事業特別会計歳入歳出決算の認定について 

 

【水産林務課】 

議案第１００号 令和６年度糸島市二丈福吉財産区特別会計歳入歳出決算の認定について 
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【水産林務課】 

議案第１０１号 令和６年度糸島市二丈一貴山財産区特別会計歳入歳出決算の認定について 

 

※ 地方公営企業法第３０条第４項の規定により、監査委員の意見を付けて議会の認定に付す

るもの。＜２件＞ 

【業務課】 

議案第１０２号 令和６年度糸島市水道事業会計決算の認定について 

 

【業務課】 

議案第１０３号 令和６年度糸島市下水道事業会計決算の認定について 

 

 

●報告（４件） 

【財政課】 

報告第１０号 令和６年度糸島市継続費精算報告書について 

※ 継続費に係る継続年度が終了したので、地方自治法施行令第１４５条第２項の規定により、

議会に報告するもの。 

  

【業務課】 

報告第１１号 令和６年度糸島市水道事業会計継続費精算報告書について 

 ※ 継続費に係る継続年度が終了したので、地方公営企業法施行令第１８条の２第２項の規定

により、議会に報告するもの。 

 

【財政課】 

報告第１２号 令和６年度決算に基づく糸島市財政健全化判断比率及び資金不足比率について 

※ 令和６年度決算に基づく糸島市財政健全化判断比率及び資金不足比率を算定したので、地

方公共団体の財政の健全化に関する法律第３条第１項及び同法第２２条第１項の規定により、

監査委員の意見を付けて議会に報告するもの。 

 

【公共施設管理課】 

報告第１３号 議会の委任による専決処分について（市が管理する駐車場の車止めの劣化による

車両事故の損害賠償及び和解） 

※ 市が管理する駐車場の車止めの劣化による車両事故の損害賠償及び和解について、地方自

治法第１８０条第１項の規定により専決処分をしたので、同条第２項の規定により、議会に

報告するもの。 

[事故の概要] 

市が管理する駐車場の車止めが経年劣化により固定用のピンが上部に浮き出しやすい状態

であったため、相手方が駐車場に駐車していた車両を発進させた際、上部に浮き出した固定
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用のピンが相手方の車両のフロントバンパーに接触した。これにより、相手方の車両のフロ

ントバンパーが破損した。 

過失割合 市 １００％ 相手方 ０％  損害賠償額 １６８，５２０円 

 

 

 

 

 

◆問合せ先 

  総務部 総務課 （担当：久我） 

  ＴＥＬ  ３２３－１１１１（代表） 内線１２１０ 

       ３３２－２１００（直通） 



1 

 

 

 

 

 

 

                                

 

 

 

■一般会計補正予算（第５号） 

補 正 額    10億5,920万円の追加 

補正後予算総額  528億6,739万2千円  

 

今回の補正予算は、令和６年度決算に伴う国・県支出金返還金、当初予算編成後に

生じた事務事業、基金積立金等に係る予算を計上しています。 

財源は、地方交付税、国県支出金、繰越金等で対応しています。 

 

＜補正予算に係る主な事業＞               （  ）は、所管課 

【一般会計：歳出】                  

各款合計 

◆ 国・県支出金等過年度収入返還金（償還金利子及び割引料）      2億5,967万9千円 

〇令和６年度事業の実績等により、国・県支出金等を返還します。 

〇内訳：３款民生費／2億4,287万7千円、４款衛生費／1,680万2千円 

（福祉保護課、地域福祉課、介護・高齢者支援課、子育て支援課、子ども課、健康づくり課） 

 

２款 総務費 

◆Ｐ24～25 市有財産管理費                      344万3千円 

  〇環境整備の観点から、市民交流センター階段壁面の塗装を実施するため、工事請負費を計

上します。 

                                   （公共施設管理課） 

 

 

 

令和７年度一般会計補正予算（第５号）等の概要 

（令和７年 第３回定例会） 

【案件２】定例記者会見資料 

令 和 ７ 年 ８ 月 ２ ５ 日 

経 営 戦 略 部  財 政 課 
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◆Ｐ24～25 新庁舎周辺環境整備事業費                  2,900万円 

  〇新庁舎周辺環境整備事業に係る仕様（透水性コンクリート舗装の厚みや防災広場の芝の種

類等）の一部見直し等に伴い、工事請負費等を増額します。 

  〇財源：国庫支出金、繰入金、市債 

                                   （公共施設管理課） 

 

◆Ｐ24～25 九州大学連携推進費                    1,600万円 

  〇糸島サイエンス・ヴィレッジ実現のため、（一社）ＳＶＩ推進協議会に対する事業負担金

を増額します。本年度は、直流事業（はじまりの地全体の電気を再エネ運用する試験のた

めのコンテナ型蓄電池導入等）や、地区計画策定に必要な図書作成のための現地測量など

を行います。 

  〇財源：寄附金、繰入金 

                                  （学研都市づくり課） 

 

◆Ｐ24～25 情報システム管理費                   3,885万2千円 

  〇令和８年１月からスタートするシステム標準化に伴う国の仕様決定（帳票や周辺システム

等）に基づき、必要となるシステムの構築・移行に係る委託料を計上します。 

                                     （情報政策課） 

 

 

３款 民生費 

◆Ｐ30～31 障害福祉サービス事業費（扶助費）             671万3千円 

〇重度訪問介護の利用日数増加に伴い、必要な予算を増額します。 

〇財源：国庫支出金、県支出金 

                                  （地域福祉課） 

 

◆Ｐ30～31 介護予防センター管理運営費              117万9千円 

〇老朽化等に伴い、介護予防センターはつらつ館のテラス（屋根部分）を修繕するため、修

繕料を増額します。 

                               （介護・高齢者支援課） 

 

◆Ｐ30～31 あごら管理運営費                   198万5千円 

  〇県道瑞梅寺池田線道路改良工事に伴い、健康福祉センターあごらの駐車場等の再編を行う

ため、工事請負費を計上します。本予算では、フェンス及び照明の付け替えを行います。 

                               （介護・高齢者支援課） 
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◆Ｐ32～33 重層的支援体制整備事業費（委託料）              100万円 

  〇市民ニーズに基づき、こども家庭センター（市民交流センター１階）における子育て支援

センターの「出張ひろば」の開催回数を拡充するため、子育て支援センター指定管理料を

増額します。 

                                  （子育て支援課） 

 

◆Ｐ32～33 子ども・子育て支援事業費（負担金補助及び交付金）        882万円 

  〇県の補助事業を活用し、第３子以降に係る保育料の無償化対象を拡充するため、保護者等

に対する第３子以降保育料無償化事業補助金を計上します。 

  〇主な拡充対象：届出保育施設 

〇財源：県支出金、繰入金                        （子ども課） 

 

◆Ｐ34～35 母子福祉費（扶助費）                   197万4千円 

〇国の制度拡充による利用者数の増加に伴い、母子家庭等高等職業訓練促進給付金を増額し

ます。 

〇財源：国庫支出金 

                                  （子育て支援課） 

 

 

６款 農林水産業費 

◆Ｐ36～37 鳥獣被害防止対策事業費                  173万円 

〇鳥獣被害防止の緊急対策として、地域に対する必要な支援を行うため、有害鳥獣対策総合

推進事業補助金を計上します。 

〇支援内容：専門家による研修会開催支援、箱罠や追い払い用煙火の購入支援 

〇財源：繰入金 

                                   （農地政策課） 

 

◆Ｐ38～39 水路・農道等維持管理費                 520万7千円 

〇井堰や農業用井戸ポンプの老朽化等による修繕箇所の増加に伴い、修繕料を増額します。 

〇財源：分担金及び負担金 

                                   （農地政策課） 

 

◆Ｐ38～39 森林整備事業費                   2,794万6千円 

〇里山保全と鳥獣被害の防止を図るため、野生動物緩衝林整備に係る委託料を増額するとと

もに、県の補助事業を活用し、私有林の間伐等を行うため、必要な予算を計上します。 

〇財源：県支出金、繰入金 

                                   （水産林務課） 
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８款 土木費 

◆Ｐ40～41 道路維持管理費                      400万円 

〇草刈りや側溝清掃等に関する地元要望の箇所数の増加等に伴い、作業手数料を増額します。 

                                     （建設課） 

 

◆Ｐ42～43 住宅維持管理費                    446万6千円 

〇松原第２団地の入居者の退居に伴い、入居住宅の解体等に係る予算を計上します。 

〇財源：使用料及び手数料、諸収入 

                                   （都市施設課） 

 

 

１０款 教育費 

◆Ｐ44～45 道徳教育推進事業費                   40万2千円 

〇教員の指導力向上と児童生徒の道徳的価値の理解を深めるため、県の補助事業を活用し、

道徳教育推進事業に取り組むための予算を計上します。 

〇実施校：前原小学校、前原西中学校 

〇財源：県支出金   

                                   （学校教育課） 

 

 

１１款 災害復旧費 

◆Ｐ46～47 農業用施設災害復旧費                1,101万3千円 

〇令和６年11月豪雨に伴う沖田１井堰災害復旧工事の予算を計上します。 

〇財源：分担金及び負担金、県支出金、市債 

                                     （農地政策課） 

 

 

１３款 諸支出金 

◆Ｐ48～49 財政調整基金積立金                6億3,039万4千円 

〇令和６年度の実質収支額（12億6,078万6,681円）の1/2を積み立てます。 

                                     （財政課） 
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【一般会計：歳入】                   

１１款 地方交付税 

◆Ｐ12～13 地方交付税                     8,446万5千円 

  〇普通地方交付税の交付額決定（83億7,346万5千円）に伴い、予算額を増額します。 

                                       （財政課） 

 

１５款 国庫支出金 

◆Ｐ14～17 国庫負担金、国庫補助金、委託金            6,917万4千円 

〇国補助事業の採択や過年度分の追加交付等により、補助金等を増額します。 

                     （公共施設管理課、企画秘書課、子育て支援課等） 

 

１６款 県支出金 

◆Ｐ16～19 県負担金、県補助金、委託金              5,208万7千円 

〇県補助事業の採択や過年度分の追加交付等により、補助金等を増額します。 

                         （水産林務課、農地政策課、子ども課等） 

 

１９款 繰入金 

◆Ｐ18～21 基金繰入金                   ▲2億9,584万5千円 

  〇財源調整として、財政調整基金からの繰入金の減額を行うとともに、令和６年度寄附額実

績等により、ふるさと応援基金繰入金の増額等を計上します。 

                                （財政課、企画秘書課等） 

 

２０款 繰越金 

◆Ｐ20～21 繰越金                     10億6,078万6千円 

  〇令和６年度の実質収支額が確定したことから、当初予算額を除いた額を計上します。 

                                      （財政課） 

 

２２款 市債 

◆Ｐ22～23 市債                          8,180万円 

  〇合併推進債（新庁舎整備事業）、河川浚渫整備事業、農業用施設災害復旧事業等を計上し

ます。 

 （公共施設管理課、建設課、農地政策課） 
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■第２表 繰越明許費    Ｐ６ 

３件 

■第３表 債務負担行為補正 Ｐ７ 

追加 １件 

■第４表 地方債補正    Ｐ８ 

 追加 ３件、変更 ２件 

 

 

 

 

《特別会計等》 

■住宅新築資金等貸付事業特別会計補正予算（第１号） 

補 正 額          2千円追加 

補正後予算総額     506万2千円 

    

■国民健康保険事業特別会計補正予算（第１号） 

補 正 額       3,348万1千円追加 

補正後予算総額  129億5,027万円 

 

■介護保険事業特別会計補正予算（第１号） 

補 正 額      2億4,162万円   追加 

補正後予算総額   92億3,379万7千円 

 

■後期高齢者医療特別会計補正予算（第１号） 

補 正 額       3,967万8千円追加 

補正後予算総額  21億3,308万7千円 

 

■渡船事業特別会計補正予算（第１号） 

補 正 額            16万5千円追加 

補正後予算総額   1億4,574万4千円 
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■二丈福吉財産区特別会計補正予算（第１号） 

補 正 額         ▲13万2千円 

補正後予算総額       96万5千円 

 

■二丈一貴山財産区特別会計補正予算（第１号） 

補 正 額        ▲11万8千円 

補正後予算総額        35万円 

 

■下水道事業会計補正予算（第２号） 

収益的収入           14万7千円追加 

収益的支出           72万6千円追加 

資本的収入         353万円   追加 

資本的支出         363万円   追加 

 

 



１　各会計の収支状況 (単位：円)

歳入(収入) 歳出(支出) 差引(収支)
翌年度へ繰り
越すべき財源

実質収支額

48,577,915,813 47,245,807,711 1,332,108,102 71,321,421 1,260,786,681

7,628,668 6,626,500 1,002,168 1,002,168

12,574,370,095 12,547,851,437 26,518,658 26,518,658

9,439,361,475 9,219,105,242 220,256,233 220,256,233

2,018,184,682 1,961,765,689 56,418,993 56,418,993

97,478,341 97,477,554 787 787

2,485,496 2,436,490 49,006 49,006

1,514,011 1,452,836 61,175 61,175

72,718,938,581 71,082,523,459 1,636,415,122 71,321,421 1,565,093,701

収 益 的 1,984,230,928 1,672,093,163 312,137,765

資 本 的 390,482,447 999,460,827 ▲ 608,978,380

収 益 的 2,365,130,781 1,941,660,910 423,469,871

資 本 的 828,155,200 1,570,438,081 ▲ 742,282,881

２　主な会計の概要 ※(　)内は対前年度増減額

❏ 一般会計 歳入：485.8億円(▲28.6億円)　　　　歳出：472.5億円(▲35.2億円)

❏ 国民健康保険事業特別会計 　歳入：125.7億円(▲4.3億円)　　歳出：125.5億円(▲4.2億円)

❏ 介護保険事業特別会計 歳入：94.4億円(▲3.1億円)　　　歳出：92.2億円(▲0.0億円)

❏ 後期高齢者医療特別会計 歳入：20.2億円(+2.8億円)　　　歳出：19.6億円(+2.7億円)

企

業

会

計

水 道 事 業
会 計

下水道事業
会 計

計
(一般会計+特別会計)

令和６年度糸島市の決算見込みの概要

会計名

一 般 会 計

特

別

会

計

住宅新築資金等貸付
事 業 特 別 会 計

国 民 健 康 保 険 事 業
特 別 会 計

介 護 保 険 事 業
特 別 会 計

後 期 高 齢 者 医 療
特 別 会 計

渡 船 事 業 特 別 会 計

二 丈 福 吉 財 産 区
特 別 会 計

二 丈 一 貴 山 財 産 区
特 別 会 計

➢ 前年度に比べ、歳入は5.6％、歳出は6.9％の減。

➢ 実質収支は、前年度より6.4億円増加し、12.6億円の黒字。

【案件３】記者会見資料

令和７年８月25日

経営戦略部財政課

➢ 歳出は前年度に比べ3.2％の減。実質収支は、前年度より0.1億円減少し、0.3億円の黒字。

➢ 保険給付費は86.2億円で、前年度に比べ5.3％の減。

➢ 歳出は前年度に比べ80.1万円の減。実質収支は、前年度より3.1億円減少し、2.2億円の黒字。

➢ 保険給付費は80.3億円で、前年度に比べ4.5％の増。

➢ 歳出は、前年度に比べ16.0％の増。実質収支は、前年度より0.1億円増加し、0.6億円の黒字。

➢ 県後期高齢者医療広域連合への納付金は19.1億円で、前年度に比べ15.7％の増。

－1－



❏　水道事業会計
　　収益的収入：19.8億円(+0.4億円)　　　収益的支出：16.7億円(+0.2億円)

　　資本的収入：3.9億円(▲0.8億円)　 　資本的支出：10.0億円(▲2.3億円)

❏　下水道事業会計
　　収益的収入：23.7億円(+0.3億円)　　　収益的支出：19.4億円(▲0.1億円)

　　資本的収入：8.3億円(+3.8億円)　 　資本的支出：15.7億円(+2.9億円)

３　普通会計決算の概要 ※普通会計＝一般会計+住宅新築資金等貸付 事業特別会計

（１） 決算収支等の状況
（単位：億円）

区　　分 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

歳入総額 495.9 469.7 499.8 514.5 485.9

歳出総額 486.4 454.5 481.9 507.8 472.5

歳入歳出差引額（形式収支）
①

9.5 15.2 17.9 6.7 13.3

翌年度に繰り越すべき財源
②

0.8 1.0 0.3 0.4 0.7

実質収支③（①-②） 8.6 14.2 17.6 6.3 12.6

❏　歳入及び歳出決算の推移

0

100

200

300

400

500

600

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

495.9
469.7

499.8 514.5
485.9486.4

454.5
481.9

507.8
472.5

歳入

歳出
億円

➢ 前年度に比べ、収益的収入は2.3％、収益的支出は1.0％の増。

➢ 当年度純利益は、前年度より0.3億円増加し、2.6億円の黒字。

➢ 前年度に比べ、資本的収入は16.4％、資本的支出は18.8％の減。

➢ 資本的収入額が資本的支出額に不足する額は、前年度より1.5億円減少。過年度分損益

勘定留保資金等で補填。

➢ 前年度に比べ、収益的収入は1.2％の増、収益的支出は0.5％の減。

➢ 当年度純利益は、前年度より0.2億円増加し、4.0億円の黒字。

➢ 前年度に比べ、資本的収入は85.8％、資本的支出は22.8％の増。

➢ 資本的収入額が資本的支出額に不足する額は、前年度より0.3億円減少。過年度分損益

勘定留保資金等で補填。

－2－



（２）歳　入

＜歳入の状況＞ （単位：千円、％）

増減額 増減率

○ 10,767,513 20.9 10,706,366 22.0 △ 61,147 △ 0.6

372,459 0.7 378,545 0.8 6,086 1.6

利子割交付金 2,888 0.0 4,279 0.0 1,391 48.2

配当割交付金 59,605 0.1 88,259 0.2 28,654 48.1

73,895 0.1 123,991 0.2 50,096 67.8

2,192,037 4.3 2,324,776 4.8 132,739 6.1

91,780 0.2 89,562 0.2 △ 2,218 △ 2.4

3,549 0.0 0 0.0 △ 3,549 皆減

63,206 0.1 68,059 0.1 4,853 7.7

151,654 0.3 174,152 0.4 22,498 14.8

地方特例交付金 147,785 0.3 579,004 1.2 431,219 291.8

8,914,987 17.3 9,296,595 19.1 381,608 4.3

11,264 0.0 10,958 0.0 △ 306 △ 2.7

○ 220,780 0.4 206,895 0.4 △ 13,885 △ 6.3

○ 237,482 0.5 236,405 0.5 △ 1,077 △ 0.5

○ 395,441 0.8 404,065 0.8 8,624 2.2

10,154,739 19.7 10,619,578 21.9 464,839 4.6

4,462,433 8.7 4,480,021 9.2 17,588 0.4

○ 142,092 0.3 178,415 0.4 36,323 25.6

○ 2,548,814 5.0 2,606,306 5.4 57,492 2.3

○ 2,757,665 5.4 2,602,384 5.3 △ 155,281 △ 5.6

○ 1,790,301 3.5 669,848 1.4 △ 1,120,453 △ 62.6

○ 798,595 1.5 567,361 1.2 △ 231,234 △ 29.0

5,085,892 9.9 2,169,720 4.5 △ 2,916,172 △ 57.3

173,592 0.3 86,220 0.2 △ 87,372 △ 50.3

51,446,856 100.0 48,585,544 100.0 △ 2,861,312 △ 5.6

○ 19,658,683 38.2 18,178,045 37.4 △ 1,480,638 △ 7.5

31,788,173 61.8 30,407,499 62.6 △ 1,380,674 △ 4.3

区    分

令和５年度 令和６年度

決 算 額 構成比 決 算 額 構成比
対前年度比較

地方税

地方譲与税

地方交付税

使用料

手数料

株式等譲渡所得割交付金　

地方消費税交付金

ゴルフ場利用税交付金

自動車税環性能割交付金

法人事業税交付金

自動車取得税交付金

交通安全対策特別交付金

分担金及び負担金

依存財源

寄附金

繰入金

繰越金

諸収入

地方債

　　うち臨時財政対策債　

国庫支出金

県支出金

財産収入

合計

自主財源

【歳入総額増減の主な要因】
(１)地方税：107.1億円で、前年度比▲0.6億円(▲0.6％)

●固定資産税（土地）、法人市民税（法人税割）などが増加。

●定額減税の影響を受けたが（▲4.2億円）、減収分は地方特例交付金で全額補填されたた

め、実質的な地方税総額は111.2億円で、過去最高。

(２)地方特例交付金：5.8億円で、前年度比+4.3億円(+291.8％)

●定額減税減収補填特例交付金の増

(３)国庫支出金：106.2億円で、前年度比+4.6億円(+4.6％)

●物価高騰対応地方創生臨時交付金、子どものための教育・保育給付費などの増

(４)寄附金：26.1億円で過去最高額。前年度比+0.6億円(+2.3％)

●ふるさと応援寄附金などの増

(５)地方債：21.7億円で、前年度比▲29.2億円(▲57.3％)

●新庁舎整備事業、運動公園整備事業などの減
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（３）歳　出

＜歳出の状況：目的別＞ （単位：千円、％）

増減額 増減率

議会費 247,135 0.5 251,080 0.5 3,945 1.6

総務費 13,699,479 27.0 8,902,238 18.8 △ 4,797,241 △ 35.0

民生費 18,905,366 37.2 20,413,183 43.2 1,507,817 8.0

衛生費 3,577,689 7.0 3,553,874 7.5 △ 23,815 △ 0.7

労働費 20,737 0.0 22,237 0.1 1,500 7.2

農林水産業費 2,089,418 4.1 1,641,113 3.5 △ 448,305 △ 21.5

商工費 458,846 0.9 437,456 0.9 △ 21,390 △ 4.7

土木費 2,268,960 4.5 2,275,091 4.8 6,131 0.3

消防費 1,480,656 2.9 1,371,700 2.9 △ 108,956 △ 7.4

教育費 4,748,641 9.4 5,052,837 10.7 304,196 6.4

災害復旧費 138,733 0.3 171,257 0.4 32,524 23.4

公債費 3,107,444 6.1 3,123,504 6.6 16,060 0.5

諸支出金 33,904 0.1 36,864 0.1 2,960 8.7

合計 50,777,008 100.0 47,252,434 100.0 △ 3,524,574 △ 6.9

決算額 構成比
区    分

令和５年度 令和６年度

構成比決算額
対前年度比較

【歳出総額増減の主な要因（目的別）】

●総務費

前年度比▲48.0億円(▲35.0％)≪新庁舎整備事業、財政調整基金積立金などの減≫

●民生費

前年度比+15.1億円(+8.0％)≪低所得者支援及び定額減税補足給付事業、施設型給付事業な

どの増≫

●農林水産業費

前年度比▲4.5億円(▲21.5％)≪畜産・酪農収益力強化整備等特別対策事業、園芸農業等総合

対策事業などの減≫

●消防費

前年度比▲1.1億円(▲7.4％)≪防災行政無線等機能強化事業、消防施設空調設備改修事業な

どの減≫

●教育費

前年度比+3.0億円(+6.4％)≪前原東中学校校舎大規模改造事業、施設型給付事業などの増≫
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＜歳出の状況：性質別＞ （単位：千円、％）

1 5,471,998 10.8 5,826,119 12.3 354,121 6.5

3,255,858 6.4 3,394,694 7.2 138,836 4.3

2 13,424,880 26.4 14,619,345 30.9 8.9

3 3,107,444 6.1 3,123,504 6.6 16,060 0.5

元利償還金 3,107,388 6.1 3,123,502 6.6 16,114 0.5

一時借入金利子 56 0.0 2 0.0 △ 54

22,004,322 43.3 49.8 7.1

4 7,116,596 14.0 7,074,877 15.0

5 186,079 0.4 203,055 0.4

6 3,396,007 6.7 3,286,713 7.0

6,446 0.0 8,205 0.0 1,759

7 4,562,469 9.0 3,183,569 6.7

8 412,381 0.8 363,451 0.8

9 4,286,062 8.4 4,381,391 9.3 95,329 2.2

10 0 0.0 0 0.0 0 0.0

19,959,594 39.3 39.2

11 8,813,092 17.4 5,190,410 11.0

うち人件費 110,240 0.2 107,009 0.2 △ 3,231

8,674,359 17.1 5,019,153 10.6

うち単独事業費 6,594,004 13.0 2,750,004 5.8

138,733 0.3 171,257 0.4 32,524

0 0.0 0 0.0 0 0.0

50,777,008 100.0 47,252,434 100.0

❏　義務的経費の状況 （単位：％）

令和２年度

38.9

38.1

※県内市町村：政令市を除く

△ 7.3

△ 58.3

△ 6.9

区    分

令和５年度 令和６年度

決算額 構成比 決算額 構成比

人件費

扶助費

公債費

内
訳

繰出金

うち一部事務組合負担金

1～３

うち職員給

物件費

維持補修費

義務的経費小計

歳出合計

補助費等

積立金

投資及び出資金・貸付金

前年度繰上充当金

小計

投資的経費

内
訳

普通建設事業費

災害復旧事業費

失業対策事業費

4～10

糸　　島　　市

県内市町村平均

令和３年度

48.2

48.0

23,568,968

18,493,056

令和４年度

42.2

45.7

令和５年度

43.3

46.6

対前年度比較

増減額

1,194,465

1,564,646

16,976

△ 48,930

△ 1,466,538

△ 3,622,682

△ 3,655,206

△ 3,844,000

△ 3,524,574

令和６年度

49.8

-

増減率

9.1

27.3

△ 11.9

△ 41.1

△ 2.9

△ 42.1

23.4

△ 96.4

△ 41,719

△ 109,294

△ 0.6

△ 3.2

△ 1,378,900 △ 30.2
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【歳出総額増減の主な要因(性質別)】

(１)義務的経費：235億6,897万円で前年度比+15.6億円（+7.1％）

●人件費

前年度比+3.5億円(+6.5％)≪職員給、期末・勤勉手当などの増≫

●扶助費

前年度比+11.9億円(+8.9％)≪低所得者支援及び定額減税補足給付事業、施設型給付事業などの

増≫

●公債費

前年度比+0.2億円(+0.5％)≪令和４年度借入分の市債（新庁舎整備事業、運動公園整備事業など）

の元金償還開始による増≫

(２)投資的経費：51億9,041万円で前年度比▲36.2億円（▲41.1％）

●新庁舎整備事業などの減

(３)その他の経費：184億9,306万円で前年度比▲14.7億円（▲7.3％）

●物件費

前年度比▲0.4億円（▲0.6％）≪ネットワーク機器等更新事業などの減≫

●補助費等

前年度比▲1.1億円（▲3.2％）≪プレミアム付商品券事業、燃油価格・物価高騰対策支援事業など

の減≫

●積立金

前年度比▲13.8億円（▲30.2％）≪財政調整基金積立金、減債基金積立金などの減≫

●繰出金

前年度比+1.0億円（+2.2％）≪特別会計に対するもの≫
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（４）基金現在高

❏　基金現在高の状況（定額運用基金を除く）
（単位：億円）

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

糸島市（普通会計） 115.6 139.6 157.3 175.8 182.0

うち財政調整基金 58.1 75.3 92.4 105.0 108.4

県内２７市平均 109.2 119.9 130.3 133.1 -

うち財政調整基金 37.8 41.9 45.6 46.6 -

※県内２７市：政令市を除く

0

50

100

150

200

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

58.1
75.3

92.4
105.0 108.4

3.2

7.0

7.2

14.0 14.7

54.3

57.3

57.7

56.8
58.9

115.6

139.6

157.3

175.8
182.0

その他特定

目的基金

減債基金

財政調整

基金

億円

普通会計の基金現在高総額は、182億198万円で前年度比6億2,862万円、3.6％の増

● 財政調整基金は、108億4,222万円で前年度比3億4,481万円、3.3％の増
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（５）地方債現在高

❏　地方債現在高の状況
（単位：億円）

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

全会計 454.2 454.7 463.4 474.3 458.7

普通会計 278.9 289.8 309.9 330.9 322.9

286.7 288.6 282.7 279.6 -

❏　普通会計の地方債現在高の内訳

❏　普通会計の地方債発行額と公債費の推移

糸島市

県内２７市平均普通会計

※全会計：一般会計+特別会計+企業会計
※県内２７市：政令市を除く

0

100

200

300

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

146.2 146.8 137.7 126.6 114.8

132.7 143.0 172.2 204.3 208.1

278.9 289.8 309.9
330.9 322.9

25.9

39.6

49.8
50.9

21.7

29.9

29.8

30.7 31.1 31.2

0

10

20

30

40

50

60

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

地方債発行額 公債費 （元利償還額）

臨時財政対策債

臨時財政対策債

以外の地方債

億円

億円

普通会計の地方債現在高：322億8,519万円で、前年度比8億26万円、2.4％の減

● その内、臨時財政対策債現在高は114億8,025万円で、前年度比11億7,266万円、9.3％の減となり、

普通会計地方債現在高の35.6％を占めます。

● 臨時財政対策債以外の地方債については、計画的な事業の実施に基づく借り入れを行っており、令

和６年度の現在高は208億494万円で、前年度比3億7,240万円、1.8％の増となりました。
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４　主な財政指標

❏　経常収支比率（普通会計） （単位：％）

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

89.7 81.6 82.3 85.7 88.0

93.4 88.0 91.3 93.2 -

※県内２７市：政令市を除く

　　

❏　実質公債費比率（一般+特会+企業会+水道企業団） （単位：％）

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

6.7 6.6 6.2 6.3 6.4

5.9 5.9 5.9 6.0 -

※早期健全化基準（イエローライン）25.0％、財政再生基準（レッドライン）35.0％

❏　将来負担比率（一般+特会+企業会+水道企+土地開発公） （単位：％）

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

将来負担なし 将来負担なし 将来負担なし 将来負担なし 将来負担なし

13.4 10.5 6.6 5.1 -

※早期健全化基準（イエローライン）350.0％

５　令和６年度に実施した主な新規・拡充事業
※過去からの継続事業を含む令和６年度に実施した主な事業については、『主要施策の成果に関する調書（主な事業）』に掲載しています。

（１）ソフト事業

学校給食費支援事業、脱炭素推進重点対策加速化事業、広報等ポスティング事業

保育体制強化事業、地域連携経済活性化補助事業、元気な地域創出モデル支援事業

連続テレビ小説「おむすび」プロモーション事業、成年後見制度利用促進事業

（２）ハード事業

小中学校校舎大規模改造事業、（仮称）市民・人権センター改造事業、小中学校トイレ改修事業

民間保育所施設整備事業、新庁舎整備事業、民間保育所施設整備事業

（仮称）一貴山２児童クラブ整備事業、高規格救急自動車整備事業

前原駅筒井原線ほか２路線道路空間再生等事業、ボール遊びのできる公園整備事業

糸　　島　　市

糸　　島　　市

県内２７市平均

糸　　島　　市

県内２７市平均

県内２７市平均

2.3ポイント上昇

0.1ポイント上昇

6年連続「将来負担なし」

財政健全化判断比率は、全ての項目において早期健全化基準を下回り、健全な状態であると言えます。

● 財政構造の硬直度を示す経常収支比率は、令和６年度は88.0％と、前年度より2.3ポイント上昇しまし

た。これは、経常的一般財源を財源とする事業費が増加したことによるものです。特に、施設型給付事

業などをはじめとした扶助費が増加しました。

● 収入に対する債務返済の割合を示す実質公債費比率は、３年平均では0.1ポイント上昇しました。

● 収入に対する将来にわたって負担すべき債務等の割合を示す将来負担比率は、６年連続で「将来負

担なし」となっています。
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参考資料
（普通会計）

※各項目において表示単位未満を端数調整しており、計等の数値が一致しないことがあります。
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❏　歳入決算額の推移（自主財源、依存財源別）

❏　歳入項目別県内比較（令和５年度）

0

100

200

300

400

500

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

40.3 52.3 73.2 89.0 74.7

99.9 99.1
104.4

107.7
107.1

280.7
231.1

235.2
228.8

211.1

75.0

87.2
87.0

89.1
93.0

495.9
469.7

499.8
514.5

485.9

自主財源 28.3% 32.2% 35.5% 38.2% 37.4%

依存財源 71.7% 67.8% 64.5% 61.8% 62.6%

糸島市

県内

市町村

地方税

20.9 

地方税

22.8 

使用料･手数料

1.3 

使用料･手数料

1.5 

諸収入

1.5 

諸収入

2.0 

繰越金等

14.5 

繰越金等

13.1 

地方交付税

17.3 

地方交付税

19.9 

国庫支出金

19.7 

国庫支出金

20.1 

地方債

9.9 

地方債

7.2 

地方譲与税等

14.9 

地方譲与税等

13.4 

自主財源 38.2 依存財源 61.8

自主財源 39.4 依存財源 60.6

使用料、

手数料、

諸収入他

譲与税、

国県支出金、

地方債他

地方交付税

自
主
財
源

依
存
財
源

地方税

（単位：％）

注：県内市町村は、政令市を除く。

億円
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❏　一人当たりの税収額の指数（令和５年度）※県内都市単純平均を100とした場合。（　）内は順位
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❏　市税の状況

（現年課税分） （単位：億円、％）

 収入額

1 市 民 税 48.9

個 人 43.7

法 人 5.2

2 固 定 資 産 税 48.2

純 固 定 資 産 税 48.0

交 付 金 0.2

3 軽 自 動 車 税 3.3

4 市 町 村 た ば こ 税 6.1

5 入 湯 税 0.0

106.6

226,834 ▲ 2.2

102,495 ▲ 0.9

※定額減税に伴い、令和６年度の市民税は、約4.2億円減少しています。

❏　地方交付税等の状況

100.0

区　　分
令和６年度

 徴収率

99.4

99.4

99.6

99.7

99.7

100.0

99.6

100.0

合 計 99.6

一世帯当たり税額（円）
対
前
年
度
比

一人当たり税額（円）

個人市民税

43.7 

法人市民税

5.2 

固定資産税

48.2 

軽自動車税

3.3 

市町村たばこ税

6.1 

市税の推移 （滞納繰越分含む）
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令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

68.3 
80.3 80.0 82.0 85.7 

6.7 
6.9 7.1 7.1 7.2 

9.0 

13.2 3.8 1.7 0.9 84.0 

100.4 
90.9 90.9 

93.8 億円
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50
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令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

48.1 47.4 49.3 50.9 49.1 

43.2 42.9 45.7 47.3 48.4 

2.9 3.0 
3.1 3.2 3.3 5.4 5.8 
6.3 6.3 6.1 

99.9 99.1 
104.4 107.7 107.1 億円

令和６年度市税の収入状況（現年課税分）

（単位：億円）

市民税

固定資産税

軽自動車税

たばこ税

普通交付税

特別交付税

臨時財政
対策債
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❏　歳出決算額の推移（目的別）

❏　歳出項目（目的）別県内比較（令和５年度）

※県内市町村は、政令市を除く。
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30.0
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40.1
35.8

35.5

0.2

0.2

0.2
0.2

0.2

16.8

15.4

20.6
20.9

16.4

5.9

3.4

4.3
4.6

4.4

22.9

21.3

23.1
22.7

22.8

14.5

13.0

12.1
14.8

13.7

37.3

38.0

36.0

47.5

50.5

3.8

0.9

1.4

1.4

1.7

29.9

29.8

30.7

31.1

31.2

0.7

0.1

0.3

0.3

0.4

486.4

454.5

481.9
507.8

472.5

議会・総務費

17.3

議会・総務費

27.5 

民生費

39.8

民生費

37.2 

衛生費

8.9

衛生費

7.0 

農林水産業費

2.6

農林水産業費

4.1 

土木費

6.8

土木費

4.5 

教育費

10.9

教育費

9.4 

公債費

7.8

公債費

6.1 

その他

5.9

その他

4.2 

(単位:％)

県内

市町村

糸島市

議会費

総務費

民生費

衛生費

労働費

農林水

産業費

商工費

土木費
消防費

災害

復旧費
教育費

公債費

諸支出金等

億円
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❏　歳出決算額の推移（性質別）

❏　歳出項目（性質）別県内比較（令和５年度）

※県内市町村は、政令市を除く。
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13.1
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39.3

(単位:％)

義務的経費 43.3

県内

市町村

糸島市

義務的経費 46.6

扶助費

公債費

人件費

繰出金

物件費

補助費等

その他
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務
的
経
費

そ
の
他
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経
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投
資
的
経
費
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物件費 14.0

繰出金 8.4

補助費等 6.7

その他 10.2
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❏　普通建設事業費の推移

❏　特別会計、公営企業会計に対する繰出し等の推移
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糸島市では、公共施設の質・量・コストの最適化を目指す公共施設等総合管理計画を平成２９年２月

に策定しました。本計画に基づき、志摩歴史資料館の収蔵品等を伊都国歴史博物館に移転し、建物につ

いては民間事業者への貸付け、もしくは売却することを検討しています。  

つきましては、施設の利活用について、民間事業者の経験やノウハウを生かした具体的な意見を幅広

くお聴きするサウンディング型市場調査を実施します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 施設の概要 

名称 糸島市志摩歴史資料館（糸島市志摩初１番地３） 

敷地面積 2,698.71 ㎡ 

用途地域 第１種住居地域 

建物構造 ＲＣ造２階建 

延床面積 1,321.23 ㎡（１階 860.36 ㎡、２階 460.87 ㎡） 

竣工年度 平成７年度 

土地建物の権利状況 土地・建物ともに糸島市が所有 

 

【案件４】定例記者会見資料 

令和７年８月２５日 

総務部公共施設管理課 

志摩歴史資料館の活用に関するサウンディング型市場調査 



 

 

２ サウンディングの内容  

（１）サウンディングの対象  

  志摩歴史資料館の利活用事業の実施主体となる意向を有する法人又は法人グループ等 

（２）サウンディングの項目  

 ① 事業のアイディア  

・文化・産業の振興、健康・福祉の増進、教育など、地域活性化等につながる、市民から望まれるア

イディアを募集します。  

・可能であれば、志摩歴史資料館２階の展示品を継続して展示いただける提案を希望します。  

② 管理運営手法  

 ③ 建物の契約方法（購入・賃借）  

 ④ 施設の整備・改修  

 ⑤ 事業実施にあたり市に期待する支援や配慮してほしい事項 

 

３ スケジュール  

現地見学会の参加申込期限 令和７年９月２５日（木） 

現地見学会 令和７年９月２９日（月） 

サウンディング参加申込み期限 令和７年１０月３日（金） 

サウンディング実施日時及び場所の連絡 令和７年１０月上旬 

サウンディング 令和７年１０月下旬 

実施結果概要の公表 令和７年１１月 

 

 

 

【問い合わせ先】 

糸島市 総務部公共施設管理課 

マネジメント係 担当：中島 

電話番号：３３２-２１０３ 

メール：kokyoshisetsu@city.itoshima.lg.jp 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

株式会社ローソンと協働して、市役所１階の正面玄関横に、マイナンバーカードを使って各種証明書

を取得できるマルチコピー機を設置し、コンビニ交付サービスが利用できるようになります。 

このサービスは、コンビニで利用できるものと同じ機械を市役所内に設置することで、窓口での待ち

時間を短縮するとともに、実際に操作を体験していただくことで、次回からはコンビニで安心して利用

していただくことを目的としています。 

 

【 利 用 開 始 日 】 令和７年９月 24日（水） 午前８時 30分から 

※同日８時 30分から、月形市長が初取得を行います。 

【 設 置 場 所 】 糸島市役所１階 正面玄関横 

【 利 用 時 間 】 平日８時 30分～17時 15分 

【利用に必要なもの】 マイナンバーカードと 4桁の暗証番号 

【発行できる証明書】 住民票の写し、印鑑登録証明書、所得証明書、所得・課税証明書、 

戸籍全部事項証明書（戸籍謄本）、戸籍個人事項証明書（戸籍抄本）、 

戸籍の附票の写し 

【 交 付 手 数 料 】 100円（令和８年３月 31日まで） 

※令和８年４月１日からは 200円 

 

 

≪操作画面イメージ≫ 

 

【案件５】定例記者会見資料 

令和７年８月２５日 

市民部 市民課 

コンビニ交付サービスが 

市役所でできるようになります 

【問い合わせ先】 

糸島市 市民部 市民課 

市民係 担当：野田 

電話番号：３２３-１１１１㈹ 

メール：shimin@city.itoshima.lg.jp 


